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平成２９年度東京都生活習慣病検診管理指導協議会がん部会における意見について 

 

 

日頃より東京都の保健衛生行政に御理解と御協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

区市町村におけるがん検診の実施体制については、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のため

の指針」（健発第０３３１０５８号平成２０年３月３１日厚生労働省健康局長通知別添）（以下「指針」

と言う。）により、「都道府県に設置される生活習慣病検診等管理指導協議会のがんに関する部会によ

りがん検診の評価、指導等が実施されていること。」が求められているところです。 

先般、平成２９年度第２回東京都生活習慣病検診管理指導協議会がん部会（以下、「がん部会」とい

う。）（平成３０年２月２７日開催）において「東京都におけるがん検診精度管理評価事業（平成２８

年度がん検診実施分）」により集約した区市町村のがん検診の実施状況等について評価したところ、下

記の事項について意見がありましたのでお知らせいたします。 

今後のがん検診実施におかれましては、がん部会意見を御考慮いただいた上でのお取り組みをお願い

いたします。 

 

 

記 

 

１ がん部会の意見 

  （別紙「がん部会の意見一覧」を区市町村ごとに表で挿入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ その他 

（１）指針外検診の問題点については、別添を御覧ください。 

（２）がん部会の意見について、取組状況の確認及び受診率向上や質の高い検診の実施に向けた工夫

などについての意見交換等を目的として、いくつかの区市町村を個別訪問させていただく予定で

す。対象となった区市町村には別途御連絡いたします。御理解・御協力の程、よろしくお願いい

たします。 

資料５ 



○東京都生活習慣病検診管理指導協議会がん部会について 

「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」（健発第０３３１０５８号平成２０年３

月３１日厚生労働省健康局長通知別添）において、都道府県はがん等の動向を把握し、また市町村、

検診実施機関に対し、検診の実施方法や精度管理の在り方等について、専門的な見地から適切な指

導を行うために協議会を設置するものとしており、東京都では当該協議会設置の上、がん検診に係

る評価を行うためにがん部会を設置しています。 

これまでの部会の議事録は東京都福祉保健局ホームページ「受けよう！がん検診」「とうきょう

健康ステーション」内「受けよう！がん検診」＞ 東京都の取組：関係機関の方へ＞ 東京都生活習

慣病検診管理指導協議会のページで公表しています。 

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kensui/gan/torikumi-kankei/kyougikai/ 

 

○「東京都におけるがん検診精度管理評価事業」について 

東京都では、区市町村が行うがん検診における精度管理を充実させるとともに、東京都全体のが

ん検診事業の評価を行い、もってより精度の高いがん検診の実施に寄与することを目的に、「東京

都におけるがん検診精度管理評価事業」を実施しています。 

毎年夏から秋にかけてがん検診の実施状況等について調査を行い、がん部会での評価を経て結果

はホームページに公表しています。平成２９年度調査（平成２８年度がん検診実施分）の結果は東

京都福祉保健局ホームページ「とうきょう健康ステーション」内、「受けよう！がん検診」＞「が

ん検診の統計データ・調査」＞「統計データ」のページ 

（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kensui/gan/toukei/data/）にて公表済です。 

公表内容を再確認いただき、がん検診の精度管理向上に向けて各区市町村の取組を検討される際

などに御活用ください。 

 

○指針で定める区市町村で実施するがん検診の内容（平成２８年２月一部改正） 

種類 検査項目 対象者 受診間隔 

胃がん検診 問診に加え、胃部エックス線

検査又は胃内視鏡検査のい

ずれか 

５０歳以上 
※当分の間、胃部エックス

線検査については４０歳以

上に対し実施可 

２年に１回 
※当分の間、胃部エッ

クス線検査について

は年１回実施可 

子宮頸がん検診 問診、視診、子宮頸部の細胞

診及び内診 

２０歳以上 ２年に１回 

肺がん検診 質問（問診）、胸部エックス

線検査及び喀痰細胞診 

４０歳以上 
※喀痰細胞診は５０歳以上

で喫煙指数６００以上の者 

年１回 

乳がん検診 問診及び乳房エックス線検

査（マンモグラフィ） 
※視診、触診は推奨しない 

４０歳以上 ２年に１回 

大腸がん検診 問診及び便潜血検査（２日

法） 

４０歳以上 年１回 

厚生労働省ホームページより引用（一部改変） 

※東京都では死亡率減少効果が科学的に証明され、不利益を最小限に抑えた国の指針に基づく検診

の実施を推奨しています（指針に基づかない検診は推奨していません。）。 

 

 

 

問い合わせ先 

東京都福祉保健局保健政策部健康推進課 成人保健担当 中島、渡邉、利根川、赤堀 

電 話 03-5320-4363 メール:S0000289@section.metro.tokyo.jp 

各がん検診の推奨される方法とその根拠については添付の下記資料を御覧ください。 

参考資料１：「有効性評価に基づく胃がん検診ガイドライン 2014年度版」「胃がん検診の推奨グレード」 

参考資料２：「有効性評価に基づく肺がん検診ガイドライン」「肺がん検診の推奨レベル」 

参考資料３：「有効性評価に基づく大腸がん検診ガイドライン」「大腸がん検診の推奨レベル」 

参考資料４：「有効性評価に基づく子宮頸がん検診ガイドライン」「子宮頸がん検診の推奨グレード」 

参考資料５：「有効性評価に基づく乳がん検診ガイドライン 2013年度版」「乳がん検診【推奨のまとめ】」 

参考資料６：「有効性評価に基づく前立腺がん検診ガイドライン」「前立腺がん検診の推奨グレード」 

参考資料７：「前立腺がん検診ガイドライン」 

 

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kensui/gan/torikumi-kankei/kyougikai/
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kensui/gan/toukei/data/
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指針外検診の問題点については、国立研究開発法人国立がん研究センター社会と健康研

究センター検診研究部検診評価研究室が公開している、「科学的根拠に基づくがん検診推進

のページ がん検診 Q&A 医療従事者向け（http://canscreen.ncc.go.jp/qanda/iryou.html）」

にその理由が記載されています。以下、本通知に該当する項目を抜粋いたします。 

 

■総論 

Q.ガイドライン（※）で推奨されていない検診を対策型検診（※）として行ってもよいので

しょうか？  

A. 推奨されていない検診の大半は、「死亡率減少効果を示す証拠が不十分」であり、有効

性が確立していません。対策型検診のように公的資金を用いた検診の場合は、その資金

の利用法に関しては、住民に対する説明責任を有しています。推奨されておらず、主た

る効果が確立していない検診を行うことを主張しても、住民の大半から納得が得られる

ことはきわめて難しいと考えられます。推奨されていない検診の実施に公的資金を用い

る場合は、有効性を検証するための研究と位置づけて行う以外、正当化することはでき

ないと考えられます。 

※ガイドライン（「有効性評価に基づくがん検診ガイドライン」） 

厚生労働省の研究班や国立がん研究センターの研究班が研究成果として取りまとめたもの。ガイド

ラインの内容を踏まえて厚生労働省でがん検診のあり方が検討され、指針の改正等が行われる。 

※対策型検診（population based screening） 

対象集団全体の死亡率の減少を目的とし、公共的な予防対策として行われる。対象は、地域住民な

ど、特定の集団が対象となる。無症状であることが原則であり、有症状者や診療の対象となる者は含

まれない。対策型検診は、死亡率減少効果が科学的に証明されていること、不利益を可能な限り最小

化することが原則となる。老人保健事業による市区町村のがん検診や、職域における法定健診に付加

して行われるがん検診が該当する。 

 

Q.がん検診の対象年齢をなぜ区切る必要があるのですか？ 

A.がんは、年齢や性別で罹患率が大幅に異なります。100 人に一人程度罹患する年代もあ

れば 10万人に数人の年代（一般には若年者）もあります。利益はあくまでがんが早期発

見されて救命に寄与した場合にのみ生じますので、罹患率の低い集団では利益は得られ

にくいですが、不利益は罹患率の低い集団にもほぼ一定の割合で起こりえます。したが

って、利益と不利益のバランスから言えば、一定の年代で対象者を区切る（年齢の下限

を決める）必要があります。 

  

http://canscreen.ncc.go.jp/qanda/iryou.html
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Q.日本の住民検診として行われているがん検診は、自己負担もあり自由意思により参加で

きるので「任意型検診(※)」と変わらず、「対策型検診」とは異なるのではないでしょうか。 

A.対策型検診とは、対象集団全体の死亡率減少を目的として実施するものを指し、公共的

な予防対策として行われます。このため、有効性が確立したがん検診を選択し、利益は

不利益を上回ることが基本条件となります。対策型検診として市町村が行う住民検診で

も自己負担が必要な場合がありますが、検診の受診は元来自由意思によるものなので、

この点で任意型検診との相違があるわけではありません。対策型検診と任意型検診の大

きな相違点は「目的」にあります。任意型検診には、必ずしも対象集団全体の死亡率減

少を目的とはしない、様々な形態のがん検診が含まれます。 

※任意型検診（opportunistic screening） 

個人の死亡リスクの減少を目的とし、医療機関や検診機関が任意に提供する医療サービス。対象とな

る特定の集団は定義されないが、無症状であることが基本条件となる。具体的には、検診センターや医

療機関などで行われている総合健診や人間ドックなどに含まれているがん検診が該当する。死亡率減少

効果の証明された方法により検診が行われることが望ましいが、個人あるいは検診実施機関により、死

亡率減少効果の不明な方法が選択される場合がある。がん検診の提供者は、対策型検診では推奨されて

いない方法を用いる場合には、死亡率減少効果が証明されていないこと、及び、当該検診による不利益

について十分説明する責任を有する。   

 

Q.「有効性評価に基づくがん検診ガイドライン」で推奨されていないがん検診であっても、

住民検診として定着しつつある方法があります。この場合、「対策型検診として推奨しな

い」と判断することは不適切ではないでしょうか。   

A.「有効性評価に基づくがん検診ガイドライン」の目的は、がん検診のもたらす利益と不

利益について科学的根拠に基づいて判断した上で推奨を示すことです。その際、住民検

診として定着しつつあることを、推奨に関する判断材料として重要視することはありま

せん。なお、がん対策推進基本計画個別目標には「すべての市町村において、(略)科学的

根拠に基づくがん検診が実施されること」と記載されており、検診の実施の判断に科学

的根拠が求められています。本ガイドラインはあくまでも市区町村にその根拠を提供し

判断を助けるための資料です。 

 

Q．どの臓器の検診を、がん検診のメニューに取り入れるべきでしょうか？  

A. がん検診として有効性の評価が行われている臓器は、罹患率・死亡率の高いものに限ら

れています。特に対策型検診の場合は、限られた予算を有効に活用するという観点から、

有効性が確認された罹患率・死亡率の高い臓器に限定すべきです。具体的には男性では

胃・大腸・肺、女性ではこれに加えて乳腺・子宮頸部をメニューに取り入れるべきでし

ょう。   

  

Q．今後、新しい検診方法を住民検診に導入するためにはどのようなことが必要でしょうか。   

A.今後、新しい検診方法を、対策型検診として住民検診に導入するためには、「がん死亡率

が減少すること」と「不利益が少ないこと」の 2点を明らかにすることが必要です。 
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■各論 

（胃がん検診） 

Q．ペプシノゲン法やヘリコバクターピロリ抗体は、胃がん死亡率減少効果を証明する研究

が不十分だと判定されましたが、ハイリスク群の対象集約には有用なのではないのです

か？  

A．ヘリコバクターピロリ抗体単独ではハイリスク群の対象集約に有用だとは言えません。

ペプシノゲン法、あるいはペプシノゲン法とヘリコバクターピロリ抗体の併用はハイリ

スク群の対象集約に有用であると期待されていますが、その評価のための研究も不十分

で、対象集約後の検診方法もコンセンサスが得られていません。日本消化器がん検診学

会の附置研究会では、ペプシノゲン法の有効性評価も含めて、それらの点について検討

中です。 

 

（肺がん検診） 

Q.CT検診は早期肺がんがたくさん見つかるときいたのですが、推奨されていないのはなぜ

ですか？  

A.がんであっても進行速度がきわめて遅いために、放置しても死につながらないがんがあ

り、このようながんを見つけることを過剰診断と言います。早期肺がんがたくさん見つ

かったとしても、このようながんを見つけている可能性もあるので、がん死亡が減った

という証拠がないうちは、その検診は推奨することはできません。 

 

（前立腺がん検診） 

Q.PSA検診はなぜ対策型検診として推奨されていないのでしょうか？  

A.PSA 検診については、効果があるとする研究と効果がない（あるいは不明）とする研究

がそれぞれ多くあります。しかし、がん検診の目的である、がん死亡率減少を証明した、

信頼性の高い研究は行われていません。多くの研究の結果が一致しないことから、がん死

亡率減少の有無（効果のあり/なし）は、現在のところ不明と判断しました。また、PSA

検診では、他のがん検診と同様、精密検査や治療の不利益もあります。従って、証拠が不

十分で不利益も無視できない PSA 検診を対策型検診として行うことは現在のところ推奨

していません。   

 ※ 参考資料７「前立腺がん検診ガイドライン」（国立がん研究センター「科学的根拠に

基づくがん検診推進のページ」掲載資料）も併せてご確認ください。 
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（子宮頸がん検診） 

Q.ヒトパピローマウイルス（HPV）検査を用いると細胞診による検査より前がん病変が多

く見つかるそうですが、なぜ市町村などの対策型の検診では HPV 検査による検診が推奨

されないのですか？  

A.ヒトパピローマウイルス（HPV）検査はHPV感染の有無を調べる検査であって、子宮頸

がんそのものを見つける検査ではありませんが、前がん病変とがんの発見率を高くなる可

能性があります。近年、HPV 検査による子宮頸がん検診の有効性を示唆する 2 つの研究

が報告されています。インドにおける無作為化比較対照試験（※）では HPV 検査による

子宮頸がんの死亡率減少を認められました。また、イタリアの無作為化比較対照試験でも

浸潤がんの罹患率が減少したことが報告されています。しかし、インドの研究は先進国と

医療の状況が異なっていることや研究の質などの点から、その結果をそのまま先進国の状

況にはあてはめられないと考えられています。また、イタリアの研究のサンプル数が小さ

いなどの問題点が残されています。従って、これらの研究結果だけでは対策型検診として

実施するための証拠は不十分と考えられ、現在、フィンランドをはじめとする無作為化比

較対照試験の成果が期待されています。   

※無作為化比較対照試験（randomized controlled trial: RCT） 

予防・治療の効果を科学的に評価するための介入研究。対象者を無作為に介入群（検診など、決められ

た方法での予防・治療を実施）と対照群（従来通りまたは何もしない）とに割り付け、その後の健康現象

（罹患率・死亡率）を両群間で比較するもの。ランダム割付比較試験とも呼ばれる。日本語の用語は統一

されていないので、Randomized Controlled Trialという英語を略した RCTという用語が使われることが

多い。 
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レ
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ド
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ド
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亡

率
減

少
効
果
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推

奨
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内
容

 
対
策
型
検
診

 
任
意

型
検
診

 
研

究
へ

の
提

言
 

胃
X
線
検
査

 
B

 
2+

 

複
数

の
観

察
研

究
に

お
い

て
死

亡
率

減
少

効
果

を
示

す
相

応
な
証

拠
が
あ
り
、
そ
の
結
果
に
は
一
貫
性
が
あ

る
。

 
不

利
益

に
つ

い
て
は
、
高
濃
度
バ
リ
ウ
ム
の
普
及
後
、

誤
嚥

の
報
告

が
増
加
し
て
い
る
。
そ
の
他
の
不
利
益
に

は
、

偽
陽
性

、
過
剰
診
断
、
放
射
線
被
ば
く
が
あ
る
。

対
策

型
検

診
と

し
て

の
実

施
を

推
奨

す
る

。
検

診
対
象
は

50
歳
以
上
が
望
ま
し
い
。

 
不

利
益

に
つ

い
て

適
切

な
説

明
を

行
う

べ
き

で

あ
る
。

 

任
意

型
検
診

と
し
て
の

実
施

を
推

奨
す
る
。

検
診

対
象
は

50
歳

以
上

が
望

ま
し

い
。

 
不

利
益

に
つ

い
て

適
切

な
説

明
を

行
う

べ

き
で

あ
る
。

 

今
後

の
継
続

に
は
、
死

亡
率

減
少

効
果
の
大

き
さ

を
再

検

証
す

べ
き
で

あ
る
。
偶

発
症

に
関

す
る
関
連

学
会

の
調

査

が
行

わ
れ
て

い
る
が
、
過

剰
診
断

や
放
射
線

被
ば

く
な

ど

の
不

利
益
に

つ
い
て
の

検
討

が
必

要
で
あ
る

。
40

歳
代

に

対
す

る
推
奨

に
つ
い
て

、
ピ

ロ
リ

菌
感
染
率

を
も

と
に

再

検
討

す
る
た

め
の
基
礎

資
料

を
蓄

積
す
べ
き

で
あ

る
。

 

胃
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視
鏡
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査
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複
数

の
観

察
研

究
に

お
い

て
死

亡
率

減
少

効
果

を
示

す
相

応
な
証

拠
が
あ
る
。

 
不

利
益

に
つ

い
て
は
偽
陽
性
、
過
剰
診
断
の
ほ
か
、
前

処
置

の
咽
頭

麻
酔
に
よ
る
シ
ョ
ッ
ク
や
穿
孔
・
出
血
な

ど
の

偶
発
症

が
あ
り
、
重
篤
な
場
合
は
緊
急
性
を
要
す

る
。

 

対
策

型
検

診
と

し
て

の
実

施
を

推
奨

す
る

。
検

診
対
象
は

50
歳
以
上
が
望
ま
し
く
、
検
診
間
隔

は
2~

3
年
と
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。

 
た

だ
し

、
重

篤
な

偶
発

症
に

迅
速

か
つ

適
切

に

対
応

で
き

る
体

制
が

整
備

で
き

な
い

う
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実

施
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な
い
。
さ
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に
、
精
度
管
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体
制
の

整
備

と
と

も
に

、
不

利
益
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つ

い
て

適
切

な
説
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行
う
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検
診
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し
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検
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間
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3
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た
だ

し
、
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篤

な
偶
発
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に
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速

か
つ
適
切

に
対

応
で

き
る

体
制

が
整

備
で

き
な

い
う

ち
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実
施
す

べ
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で
な

い
。
さ
ら

に
、
精
度

管
理

体
制

の
整

備
と

と
も

に
不

利
益

に
つ

い
て

適
切
な

説
明
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行

う
べ

き
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あ
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。

 

国
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国
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研
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か
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亡
率

減
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い
て

評
価

研
究

を

さ
ら

に
進
め

る
必
要
が

あ
る
。
ま
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、
韓
国

の
症

例
対

照

研
究
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報
告

書
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の
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表
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留
ま

っ
て
お
り

、
ピ

ア
・
レ

ビ
ュ
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経
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文
の

公
表

後
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再

度
精
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す
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。
偽
陽
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診
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前
処

置
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検
査
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よ
る
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発
症

な
ど
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不
利

益
に
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る
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が
必

要
で

あ
る
。
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代

に
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す

る
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染
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も
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検
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す
る

た
め
の

基
礎
資
料

を
蓄

積
す

べ
き
で
あ
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後
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に
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1)
 各

方
法
を
胃
が

ん
検

診
の

1
次

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
方

法
と
し
て
実
施
し
た
場
合
の
評
価
で
あ
る
。

 
2)

 証
拠
の
レ
ベ
ル

、
推

奨
グ

レ
ー

ド
は
別
表

参
照

。
 

 
 

 

3)
 推

奨
グ
レ
ー
ド

I
は

、
現

段
階

に
お
い
て

が
ん

検
診

と
し
て
実
施
す
る
た
め
の
証
拠
が
不
十
分
で
あ
る
こ
と
を
意
味
す
る
が
、
今
後
の
研
究
成
果
に
よ
っ
て
将
来
的
に
判

定
が

変
更

に
な
る
可

能
性

が
あ

る
。

 

4

S0410402
テキストボックス
参考資料１ 

S0410402
テキストボックス
出典「有効性評価に基づく胃がん検診ガイドライン　2014年度版」
http://canscreen.ncc.go.jp/pdf/iganguide2014_150421.pdf

T0520824
テキストボックス

T0520824
ノート注釈
T0520824 : Unmarked



S0410402
テキストボックス
参考資料２ 

S0410402
テキストボックス
出典「有効性評価に基づく肺がん検診ガイドライン」
http://canscreen.ncc.go.jp/pdf/guideline/guide_lung070111.pdf



S0410402
テキストボックス
参考資料３ 

S0410402
テキストボックス
出典「「有効性評価に基づく大腸がん検診ガイドライン」
http://canscreen.ncc.go.jp/pdf/guideline/colon_full080319.pdf 



3

( ) 2++ B 
(

)

(

)

( ) 2+ B 
(

)

(

)

( )

( )

( )

(

)

HPV

1) HPV ( )

2) HPV

3) HPV

2- I 

( )

3 4

I

(overdiagnosis)

HPV

HPV

2001

HPV ( ) HPV

S0410402
テキストボックス
 参考資料４

S0410402
テキストボックス
出典「有効性評価に基づく子宮頸がん検診ガイドライン」
http://canscreen.ncc.go.jp/pdf/guideline/shikyukei-full0912.pdf 



S0410402
テキストボックス
参考資料５ 

S0410402
テキストボックス
出典「有効性評価に基づく乳がん検診ガイドライン　2013年版」
http://canscreen.ncc.go.jp/guideline/pdf/nyugan_kenshin_guidelinebook_20140430.pdf



S0410402
テキストボックス
参考資料６ 

S0410402
テキストボックス
出典「有効性評価に基づく前立腺がん検診ガイドライン」
 http://canscreen.ncc.go.jp/pdf/guideline/zenritsusenguide/zenritsusenguide.pdf



T0520824
テキストボックス
参考資料７

T0520824
テキストボックス
出典「前立腺がんガイドライン・ガイドブック」
http://canscreen.ncc.go.jp/pdf/guidebook/zenrituganbook.pdf






